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業所・企業統計調査によれば、日本に 470 万あるとされる企業（非１次産業）のうち 410
万は小規模企業、310 万は個人企業（個人経営の、単独事業所および本所・本社・本店事業
所）である
2。雇用面でも、常用雇用者ベースで 3828 万人中の 724 万人は小規模企業の雇用
であり、個人企業の事業主自身の自己雇用等を考慮した、会社の常用雇用者＋個人企業の
従業者ベースでは、 4266 万人中 1079 万人を小規模企業が占めている
3。 また、 最近 10 年来、
中小企業政策上の主要な関心のひとつとなっている開業率の低下傾向および開廃業率の逆























                                                  
1  本稿において、 「小規模企業」とは、中小企業基本法の定義と同様に、常時使用する従業員の数が
20 人以下（商業、サービス業は５人以下）の企業を意味する。 
2  個人企業は、大部分（95%以上；2001 年、非１次産業）が小規模企業の範疇に属している。 
3  『中小企業白書  2004 年版』付属統計資料参照。 










1982; Ghemawat and Nalebuff, 1985） 。そのため、実証分析においても、標準的には、退出は
市場規模の変動やプライスコストマージン（利益状況） 、参入・退出障壁などの経済的指標
























実務モデルも数多く存在している分野である。なお、上記のうち Helwege and Packer (2003)と福田・
粕谷・赤司(2004)では倒産の範囲内での内容の違いが、齋藤・橘木（2004）では存続の内容の違いが
取り扱われている。 
7  もちろん、 「失敗」研究においては、一般に失敗という用語の定義が重要な問題となる(Watson and 












Headd(2003)および Bates(2005)では、 米国の調査 Characteristics of Business Owners (CBO)の結
果を用いて、1989－1992 年に開業し 1993－1996 年に閉鎖(closure)した企業の経営者に、閉
鎖を決めた時点での事業に対する成功・不成功の認識を尋ねた設問の結果をもとに、閉鎖












は 2001 年８月） 。独自の視点で行われた興味深い調査であるが、ただし、結果的に調査票
の発送件数 45466 件に対し、回収数は 236 にとどまっている
11。後者は、東京商工リサーチ
の倒産情報リストをもとに、 2001 年に倒産、 かつ倒産時点の住所が把握できた経営者 23818
人を対象として行われた調査である（回収数 1508、調査時期は 2002 年 12 月） 。同調査の結
                                                  
8  なお、労働力調査の「自営業主」は「個人経営の事業を営んでいる者」と定義されており、会社・
団体の役員は含まれず、内職従事者が含まれる。 
9  他にも、 Schary (1991)  では、 20 世紀前半の米国の綿織物工業 61 企業を対象に、 倒産、 自発的清算、
合併を区別した分析が行われている。また、Klejweg and Lever (1996)では、退出全体と破産を区別し








い。なお、同調査について、より詳しくは国民生活金融公庫総合研究所編（2002）を参照されたい。   
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の契約者のうち、 共済金・準共済金を 2001－2002 年度に事由 「個人事業の廃止」 または 「法
人の解散」により、あるいは 2000－2002 年度に事由「個人事業の配偶者または子への譲渡」
により受け取った者 15000 人を対象とした調査である（調査実施主体は中小企業総合事業





















                                                  
12 15000 人のうちわけは、事由毎にそれぞれ 10145 人、4000 人、855 人。最後の「個人事業の配偶者
または子への譲渡」のみ件数が少ないことから全数調査、先の２事由は事由毎の無作為抽出である。
（付表１も参照。ただし、付表１は件数ベースなので数字は完全には対応しない。 ） 















































計上した｣の９％である。 ただし、 表１ （２） では、 金融機関の融資拒絶や減額の割合は３％
と小さいが、これは表１（１）において倒産が少ないことと同様の理由による可能性が高
い。 






65 歳で分けた場合、結果的に 65 歳未満が 56％、65 歳以上が 44％と、二つのサブサンプル
の規模が比較的近くなるという実際上の利点もある。 
この、65 歳未満・65 歳以上別の結果をみると、表１（１）では、65 歳以上で事業の見通
しが立たない、あるいは倒産によって退出した割合は 65 歳未満に比べて小さい（約半分）
一方で、経営者自身の高齢化や健康問題の割合が大きく、年齢によって退出理由の分布に











結果として、今回のデータセットの場合、1730  サンプル中、経済的退出が 689、非経済
的退出が 1041 となり、非経済的退出のケースが実に過半（６割）を占めている（表２） 。
ただし、年齢別には、65 歳未満では経済的退出と非経済的退出がほぼ同割合である一方、
65 歳以上では非経済的退出が４分の３と大勢となっている。 







非経済的退出別に集計したものである。これをみると、全体の 66％が 60 歳以上、92%が 50
歳以上と、かなりの部分が高齢の退出事例で構成されていることがわかる。年齢層として




































































































                                                  































はそれぞれ 65 歳未満、65 歳以上別の結果を示している。仕事のうちわけは、詳細さをより










































過半を占めるのに対し、非経済的退出の場合は 36％と少ない（表６（１） ） 。そのうちわけ
をみると、最も注目されるのは、被雇用者の割合が４形態とも経済的退出のほうが大きい








































                                                  
































補論  小規模企業共済制度について 
小規模企業共済制度は、独立行政法人中小企業基盤整備機構（現在）が運営する、小規
模企業経営者のための退職金積立制度である。 常時使用する従業員の数が 20 人以下 （商業、
サービス業は５人以下）の事業を営む個人事業主および会社等の役員を対象とし、契約者
が事業を廃止した場合等に、それまで払い込んだ掛金の額に応じて共済金が支給される。




制度の発足は 1965 年で、現在（2003 年度末時点）の在籍件数は 178 万件、運用資産残高は
7 兆 7 千億円である。ただし、加入後の口数追加（掛金増額）が複数件扱いとなることから



























事由が４千件強、解約事由が５万件の計 14－15 万件の解除事由が発生している。 
                                                  
26  これは、非１次産業の加入対象者数の２割強に相当している。 








28  共済金の平均支給額は、一人あたり 907 万円（2003 年度実績） 。  
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29  最も顕著な例は、納付 15 年以上かつ 65 歳以上を要件とする老齢給付で、現在は年間数万件発生し
ているが、発足後 15 年間は当然、件数はゼロである。 
30  それ以前の経緯としては、予定利率は 1996 年 4 月に、制度発足以来の 6.6%から 4.0％に、2000 年
4 月から 2.5％に引き下げられた。 
31  とはいえ、一方で同共済の収支構造は悪化しており、直近（2003 年度）の単年度収支はマイナス
3400 億円、 またストックでは 2004 年６月末時点で 7600 億円の繰越欠損金が生じている。 昨今の厳し
い運用環境も併せて考えれば、予定利率引き下げ自体はやむを得ない面もある。 
32  この点に関しては、民間の金融商品の発達といった要因以外にも、他の（地方自治体を含む）公的
制度との実質的な重複の可能性も無視できない問題であり得る （cf.  中小企業政策審議会第 39 回共済
制度小委員会議事録, pp. 3-4, 1998 年６月９日） 。特に、1991 年４月に施行された国民年金基金は、対
象が自営業主中心、解約手当や貸付制度はなく年金としてのみ支給など違いはあるものの、小規模企
業共済の在籍件数減少がはじまった時期を考えても制度競合の可能性は高いように思われる。 
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　項 目 65歳未満 65歳以上
1 悠々自適な生活を送るため 3.1 3.3 2.9
2 新たな仕事や事業を行うため 3.1 4.9 0.8
3 経営者本人の高齢化 20.1 5.4 38.9
4 従業員の高齢化 0.7 0.4 1.1
5 経営者本人の病気やけがのため 14.3 13.0 16.0
6 経営者の親族の病気やけがのため 2.7 2.4 3.2
7 結婚や転居など家庭の事情(6を除く） 0.9 1.4 0.1
8 災害のため（5～7を除く） 0.3 0.4 0.1
9 事業意欲が減退したため 6.9 8.5 4.8
10 事業の見通しが立たないため（3～8を除く） 38.0 49.1 23.7
11 倒産したため 2.3 2.8 1.7
12 その他 7.6 8.3 6.6
計 100.0 100.0 100.0
n 1730 975 755
（％、実数）
（上記設問の10または11のみ回答）
　項 目 65歳未満 65歳以上
1 売上・受注額が減少した 70.6 71.3 68.8
2 販売先・受注先が倒産した 4.4 4.2 5.2
3 仕入先が倒産した 1.2 1.6         -
4 赤字を計上した 8.9 7.7 12.0
5 金融機関が融資の拒絶や減額をした 2.6 2.4 3.1
6 経営者の高齢化や健康問題があった 1.3 1.4 1.0
7 従業員が退職した 0.1 0.2         -
8 その他 5.4 5.1 6.3
無回答 5.4 6.1 3.7
計 100.0 100.0 100.0










経済的退出 39.8 51.2 25.2
非経済的退出 60.2 48.8 74.8
計 100.0 100.0 100.0
n 1730 975 755









25-39歳 1.7 1.2 2.1
40-49歳 5.8 8.9 3.8
50-54歳 11.6 14.2 9.8
55-59歳 15.3 21.8 11.0
60-64歳 21.9 26.4 18.9
65-69歳 22.3 18.0 25.1
70-74歳 12.9 6.7 17.0
75-79歳 6.0 2.5 8.4
80-93歳 2.5 0.4 3.9
計 100.0 100.0 100.0






年齢 62.34 59.53 64.20
65歳以上 0.436 0.276 0.543
性別（女性＝1） 0.213 0.161 0.247
経営年数 26.35 23.41 28.29
創業者 0.739 0.714 0.755
個人事業 0.650 0.560 0.709
有限会社 0.231 0.266 0.207
株式会社 0.120 0.174 0.084
従業員なし 0.364 0.329 0.387
製造業 0.234 0.300 0.190
建設業 0.142 0.168 0.124
卸売業 0.058 0.077 0.045
小売業 0.190 0.176 0.199
飲食店 0.068 0.038 0.088
サービス業 0.129 0.093 0.154
その他 0.179 0.148 0.200
金融機関からの借入あり 0.290 0.403 0.214
売上増加傾向 0.016 0.001 0.025
売上横ばい 0.145 0.060 0.202
売上減少傾向 0.839 0.939 0.773
直前期黒字 0.316 0.174 0.410
直前期のみ赤字 0.174 0.131 0.203
2期連続赤字 0.510 0.695 0.387




係数 t値 限界効果 係数 t値 限界効果 係数 t値 限界効果 係数 t値 限界効果
定数項 1.4821 5.23 ** 0.4583 1.31 　 -0.3680 -0.90 2.4133 2.51 *
年齢 -0.0334 -7.28 ** -0.0125 -0.0130 -2.12 * -0.0049 -0.0015 -0.20 -0.0006 -0.0422 -3.12 ** -0.0113
65歳以上 - -0.5192 -4.95 ** -0.1908 - -
性別（女性=1） -0.4667 -5.26 ** -0.1649 -0.4956 -5.55 ** -0.1740 -0.4564 -4.41 ** -0.1798 -0.4922 -2.70 ** -0.1116
経営年数 -0.0161 -4.35 ** -0.0061 -0.0154 -4.14 ** -0.0058 -0.0165 -3.17 ** -0.0066 -0.0168 -2.98 ** -0.0045
創業者 -0.0432 -0.54 -0.0163 -0.0499 -0.63 -0.0188 0.0507 0.50 0.0202 -0.2467 -1.86 -0.0699
個人事業 -- --
有限会社 -0.0485 -0.56 -0.0181 -0.0888 -1.02 -0.0331 -0.1051 -0.99 -0.0419 -0.1306 -0.83 -0.0337
株式会社 0.1887 1.64 0.0724 0.1651 1.43 0.0632 0.2339 1.57 0.0926 -0.0345 -0.18 -0.0091
従業員なし -0.0249 -0.33 -0.0094 -0.0143 -0.19 -0.0054 0.1383 1.42 0.0551 -0.2379 -1.86 -0.0625
製造業 -- --
建設業 -0.1297 -1.18 -0.0479 -0.1505 -1.36 -0.0553 -0.0224 -0.16 -0.0089 -0.4278 -2.25 * -0.0979
卸売業 -0.1553 -1.03 -0.0568 -0.1186 -0.78 -0.0436 -0.2572 -1.22 -0.1018 -0.0729 -0.33 -0.0190
小売業 -0.2762 -2.67 ** -0.1002 -0.2932 -2.82 ** -0.1059 -0.3310 -2.39 * -0.1309 -0.2878 -1.80 -0.0712
飲食店 -0.7890 -5.02 ** -0.2455 -0.8087 -5.09 ** -0.2495 -0.7279 -3.93 ** -0.2730 -1.0625 -3.07 ** -0.1726
サービス業 -0.5311 -4.33 ** -0.1815 -0.5453 -4.41 ** -0.1854 -0.4103 -2.72 ** -0.1612 -0.8969 -3.68 ** -0.1693
その他 -0.2808 -2.58 ** -0.1016 -0.2714 -2.48 * -0.0983 -0.1094 -0.75 -0.0436 -0.4699 -2.71 ** -0.1107
金融機関からの借入あり 0.3477 4.55 ** 0.1331 0.3333 4.34 ** 0.1274 0.3677 3.80 ** 0.1455 0.3128 2.37 * 0.0902
売上増加傾向・横ばい -- --
売上減少傾向 0.7446 6.52 ** 0.2449 0.7164 6.27 ** 0.2367 0.8119 6.00 ** 0.3058 0.5026 2.24 * 0.1138
直前期黒字 -- --
直前期のみ赤字 0.0709 0.67 0.0269 0.0688 0.64 0.0260 0.0380 0.29 0.0151 0.1237 0.62 0.0344
2期連続赤字 0.6307 7.27 ** 0.2332 0.6593 7.53 ** 0.2431 0.5103 4.69 ** 0.2014 0.9150 5.78 ** 0.2446
Log likelihood -935.2 -922.9 -572.9 -332.3
McFadden R
2 0.1959 0.2065 0.1520 0.2199
n 1730 1730 975 755
  * 5%水準で有意　** 1%水準で有意
[ III ]65歳未満 [ IV ]65歳以上
表５．プロビット・モデル推定結果
[ ＩＩ ]全体 [ Ｉ ]全体
23（１）全体
　 経済的 非経済的
退出 退出 終了 未終了
1 収入を得る仕事をしている 43.7 56.2 35.5 42.3 66.7
自営業主 13.6 16.8 11.5 13.1 22.5
会社・団体などの役員 3.8 3.8 3.8 4.3 4.1
正社員 5.2 8.7 2.9 5.4 6.1
パート・アルバイト 7.2 11.0 4.7 7.2 10.2
労働者派遣事業所の派遣社員 0.7 1.2 0.4 0.7 0.7
契約社員・嘱託 4.2 6.0 3.0 3.9 7.5
自家営業の手伝い 3.6 3.5 3.8 2.5 9.5
内職 1.2 1.9 0.8 0.9 2.0
その他 4.1 3.3 4.6 4.4 4.1
2 収入を得る仕事はしていない 56.3 43.8 64.6 57.7 33.3
計 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0




退出 退出 終了 未終了
1 収入を得る仕事をしている 59.0 65.7 51.9 56.7 71.7
自営業主 17.6 18.8 16.4 17.5 18.9
会社・団体などの役員 5.1 3.8 6.5 5.7 3.8
正社員 8.7 12.0 5.3 8.8 8.5
パート・アルバイト 11.1 13.8 8.2 10.8 13.2
労働者派遣事業所の派遣社員 1.1 1.4 0.8 1.1 0.9
契約社員・嘱託 6.3 7.6 4.8 5.7 9.4
自家営業の手伝い 4.7 4.2 5.3 3.5 9.4
内職 0.8 1.2 0.4 0.1 2.8
その他 3.5 2.8 4.2 3.6 4.7
2 収入を得る仕事はしていない 41.0 34.3 48.1 43.3 28.3
計 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0




退出 退出 終了 未終了
1 収入を得る仕事をしている 24.0 31.1 21.6 23.1 53.7
自営業主 8.5 11.6 7.4 7.2 31.7
会社・団体などの役員 2.1 3.7 1.6 2.4 4.9
正社員 0.7            - 0.9 0.7          -
パート・アルバイト 2.3 3.7 1.8 2.6 2.4
労働者派遣事業所の派遣社員 0.1 0.5            - 0.2          -
契約社員・嘱託 1.5 1.6 1.4 1.5 2.4
自家営業の手伝い 2.3 1.6 2.5 1.3 9.8
内職 1.7 3.7 1.1 1.8          -
その他 4.9 4.7 5.0 5.5 2.4
2 収入を得る仕事はしていない 76.0 69.0 78.4 76.9 46.3
計 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0















































































































































































































個人事業の廃止 44349 43167 46488
個人事業主の死亡 8523 7996 7834
法人の解散 7865 8711 9322
役員の退職（疾病・負傷） 844 827 826
役員の死亡 3591 3348 3277
老齢給付（個人） 15143 15172 17784
老齢給付（法人） 9561 9859 11555
役員の退職（一般） 4003 4037 4131
個人事業の配偶者または子への譲渡 374 466 475
任意解約 48647 46072 42671
掛金12月以上の滞納による解約 5363 5075 4690








26加入対象者数 増減少率 在籍件数 増減少率
Ａ (対前数値) Ｂ (対前数値)
1994年度 5868757 2241270





掛金納付年数 5年 10年 15年 20年 30年
掛金合計額 600000 1200000 1800000 2400000 3600000
共済金Ａ 621400 1290600 2011000 2786400 4348000
共済金Ｂ 614600 1260800 1940400 2658800 4211800
準共済金 600000 1200000 1800000 2419500 3832740
注1）2005年1月末現在の制度設計（予定利率等）による計算値。
注2）共済金・準共済金は、基本共済金の額のみ記載。制度上は、これらには付加共済金が上乗
       せされる可能性があるが、実際には制度が導入された1996年度以降、付加共済金が上乗せ
       されたことはない。単年度の剰余金は繰越欠損金の解消に優先的に使用されるため、7600
       億円（2004年６月末現在）の繰越欠損金が存在する現状においては、仮に今後単年度収支
















29  項目    %
1 金融機関の勧め 15.8
2 商工団体（商工会・会議所等）の勧め 38.2
3 親族・友人・知人の勧め 11.6
4 税理士や中小企業診断士などの勧め 16.9
5 自らパンフレット等を見て 10.6
6 その他 5.3
無回答 1.6
計 100.0
n=1730
付表５．小規模企業共済制度に加入した経緯
 30